
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】
 　 ここ4年間で連続した伸びを見せており、０．８１となっている。企業の業績が好調なことや平成16年度より取り組んでいる町税等の収納率向上への
取組みの成果（2年間で0.2％の向上）等が要因として挙げられる。今後も企業誘致の促進や税収の徴収強化（過年度収納率を5年間で5.0％の向上）
等により歳入の確保に努める。
【経常収支比率】
　 人件費及び公債費の増加により類似団体平均を上回る８９％となっている。人件費については、「集中改革プラン」に基づき、新規採用の抑制（16年
度より5年間は新規採用を行わない）による職員数の減（5年間で20名、17％減）に努める。公債費については、地方債の積極的な借換えによる利子
償還金の抑制（3年間で2％減）を図る。さらに、上下水道会計への繰出金等が増加してきていることから、事務事業の優先順位を決め、必要性・効果
の低い事業は計画的に廃止・縮小を進めることにより、経常収支比率を22年度までに3％低下させることを目標とする。
【ラスパイレス指数】
　  類似団体の平均をやや上回っているが、今後も、国の示した給与構造改革を推進し、一層の給与の適正化（21年度までの5年間で人件費約12％
減）に努める。
【実質公債費比率】
  12、13年度に実施した西小学校の耐震補強に伴う起債の償還が開始されたことにより、前年度に比べて1％上昇した。ここ数年は小中学校の耐震補
強などの起債の償還により増加が見られ、元利償還金の増加は平成23年度をピークに減少するものと見込まれる。平成18年度以降は、普通建設事
業を大幅に抑制し、新規発行の抑制（歳入総額の8％以内）に努める。

【人口1人当たり地方債現在高】
  類似団体平均を上回っている。主な要因としては、平成10～16年度に実施した東・西小学校及び中学校耐震補強事業費26億円、うち起債16億円）など
である。今後は新規地方債の発行を抑制し、平成21年度には類似団体平均の水準となるよう努める。
【人口1,000人当たり職員数】
  平成17年度以降定年退職による純減については、新規採用を抑制し、定数削減（5年間で現在の119人から99人体制）に努める。併せて、組織機構の
統合（5年間で15組織を8組織）を推進する一方、住民サービスの低下を回避するため、現行の係制度から実効性のある担当制を導入（平成19年度）し
た。
【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】
　 類似団体平均と比較して、人件費・物件費等が低くなっているのは、16年度から実施している行財政改革実施プランにより、給与の適正化や物件費の
削減に努めてきたことが上げられる。水道や下水道の公営企業会計の人件費・物件費等に充てている繰出金の費用を合計した場合、人口1人当たりの
金額は大幅に増加することになる。今後は、民間でも実施可能な部分については、委託化を進め、さらにコストの削減を図っていく方針である。


